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の普及・促進には、政策手段による後押しが必要である。2011 年 8 月に、「再生可能エネ














































































出典：Satellite Situation Report 2006 年～2012 年の毎年 1 月の
データから科学技術動向研究センターにて作成
TOPICS


















実証例に取り上げた。ADPKD 患者の約 85％ は






提供された Pkd1 遺伝子の 1 対の片側を損傷させ
たヘテロノックアウトマウスから、iPS 細胞を作製
した。iPS 細胞では疾患遺伝子も保存されるが、1
個の iPS 細胞を分裂させてできた 1 万個以上のク
ローン 1 つ 1 つについて、Pkd1 遺伝子の異常部分
に体細胞分裂相同組換えが起こったかどうかを遺
伝子増幅法により調べた。10,322 クローンのうち

























た iPS 細胞を得た。正常化した iPS 細胞を用いたキメラマウスは全く腎症状を示さず正常であった1）。
この研究成果により、iPS 細胞を用いた先天性遺伝子疾患の治療という新たな適応分野が拓けた。
参　考
1）　Li-Tao Cheng et al., Cure of ADPKD by Selection for Spontaneous Genetic Repair Events in Pkd1-Mutated iPS 
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含む認知症患者数は 20 年で約 2 倍のペースで増加












　米国 Case Western Reserve 大学の研究チーム
は、マウスを用いた研究において、ベキサロテン
が Aβの分解を促進する新たな AD 治療薬になる









24 時間までに 25% 減少した。また、病態が進んだ
AD マウスにベキサロテンを経口投与（100 mg/kg、

























の過剰な産生・凝集および脳への沈着が注目されている。米国 Case Western Reserve 大学の研究
チームは、マウスを用いた研究において、抗がん剤として米国で承認されているベキサロテンが Aβ
の分解を促進する新たな AD 治療薬になる可能性を示した。主に、アポリポ蛋白質 E（ApoE）の遺
伝子発現を亢進させ、生成した ApoE が脂質代謝を通して Aβの分解を促進させる効果がある。ベキ
サロテンを投与した AD マウスでは、脳内 Aβ量の減少とともに記憶・学習障害や嗅覚障害などの改
善も確認できた。今後は、ヒトで薬効が認められるか、AD 治療薬として十分な安全域を確保できる
かなどの検討が注目される。
参　考　1）　WHO, Dementia：A Public Health Priority, 11 April 2012
2）　Cramer, P.E. et al., ApoE-Directed Therapeutics Rapidly Clear β-Amyloid and Reverse Defects in AD 
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参　考
1）　河本洋、「自動車用高出力・大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向」、科学技術動向、2010 年 1 月号
2）　H. Wu et al., “Stable cycling of double-walled silicon nanotube battery anodes through solid-electrolyte interphase 






















ブ（直径；数 100 nm，壁の厚さ；30 nm）を作製
する（図表 1）。この時に、ナノチューブの外壁に
ごく薄い酸化シリコン（SiOx）層が形成される。
この SiOx 層が、電池の充電時に Si がリチウムを
取り込んだ際、外部への膨張を阻止するために機
能している。
　従来の Si ナノワイヤーや、外壁に SiOx 層のな
い Si ナノチューブでは、200 回程度の充放電サイ
クル試験で大きな形態変化（膨張）が観測された














teries for Advanced Tranceportation Technologies








図表 1　外壁に酸化層をもつ Si ナノチューブの作製方法



















































の雇用は、2012 年に 673 万人が見込まれているが、









































参　考　1）　Gantz, J. F., Minton, S. and Toncheva, A. Cloud Computing’s Role in Job Creation, IDC White Paper, March 2012
2）　Etro, F., （2009） The Economic Impact of Cloud Computing on Business Creation, Employment and Output 
in Europe, Review of Business and Economics, 54 （2） 179-209.
図表　クラウドコンピューティングによる全世界の雇用創出効果
出典：IDC White Paper, Sponsored by Microsoft, 
Cloud Computing's Role in Job Creation, March 2012
（a）国別の雇用推計
（b）産業別の雇用推計












































































































パ 小 水 力 発 電 協 会（European 
Small Hydropower Association：
ESHA）は、小水力発電とは出力
規模が 1 万 kW 以下の水力発電
であるとしている3）。日本では新
エネルギー・産業技術総合開発
機 構（NEDO） が 1000 kW 以 上
1 万 kW 以下のものを小水力、さ








置法」で、出力規模 1000 kW 未
満の水力発電が促進の対象となっ
ている一方、2011 年 8 月に制定
された「再生可能エネルギー特別
措置法」においては促進の対象
は 3 万 kW 未満のものを指して
いる。資源エネルギー庁は、出力
規模 3 万 kW 未満のものを「中小
水力」と称している。本稿におい
ては、国際的に小水力の基準とさ













































に占める出力規模 1 万 kW 以下の


















これによると、出力規模 1 万 kW

























であるが、出力規模 1 万 kW 以
2 小水力発電に関する現状と開発ポテンシャル



















力規模 1 万 kW 未満のもの
は既に約 350 万 kW 開発さ
れているので、単純計算で







　環境省の推計では、特に 1000  
kW 未満のポテンシャルが約 530






は 593 箇所、出力規模で約 25 万
8000 kW である。小林 [2011] は、
小水力発電設備を既に導入してい
る扇状地上の農業用水を対象に、




考えると、合計約 30 km の農業
用水路区間に適地は 100 箇所あっ
た。日本の農業用水は幹線水路だ
けで 4 万 km と言われている。た
とえ平坦な土地を流れ適地を見
つけにくい農業用水路が少なく
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業者の全発電設備容量 2 億 3,715
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図表 5　「小水力自給率」が 50% 以上の市町村（2008 年）
出典：千葉大学・環境エネルギー政策研究所『エネルギー永続地帯（2008）』を基に科学技術動向研究センターにて作成
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る。最近では 2011 年 6 月、農業



























関しては、当初 1000 kW 未満の
水路式のものに限定されていた
が、2007 年 4 月の同法施行令改
















































































度は、まず 2009 年 11 月に太陽光
発電の余剰電力に限定された形で
導入された。当初の買取価格は住
宅用 48 円／kWh、非住宅用は 24




2011 年 8 月 26 日に成立し、2012
年 7 月 1 日より施行されることと
なった。具体的には、太陽光、風力、








































































未満、200 kW 以上 1000 kW 未満、
1000 kW 以上 30000 Kw 未満と設
備規模毎に 3 つに区分され、買
取価格は消費税込みでそれぞれ
35.70 円、30.45 円、25.20 円、買取






















して、出力規模が 1000 kW 以上
5000 kW 以下の発電所には 20%、
5000 kW 以上 3 万 kW 以下の発電
所であれば 10% の助成、1000kW
以上 3 万 kW 以下で新技術導入
を伴う場合は 50% の助成を行っ
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研究所が全国に約 20 km の間隔
で設置している K–NET および
KiK–net と呼ばれる強震観測施設























行った（図表 2 参照）。宮城県 16
地点、福島県 7 地点、栃木県 6 地
点、茨城県 6 地点である。震度で
いえば、震度 7 が 2 地点、震度 6
強が 26 地点、震度 6 弱が 7 地点
となった。
　現地調査の方法は、強震計が
設 置 さ れ た 観 測 点 を 中 心 に 半
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図表 3　東日本大震災による建物被害の調査例
提供：境有紀氏
震度 6 強での全壊率は 8～30％、
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2009 年 の 駿 河 湾 を 震 源 と す る
地震では、観測地点のほとんど
では短周期地震動であったが、
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地震動の周期に依存した建物被害と新たな課題
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提供：境有紀氏
図表 13　岩手・宮城内陸地震と駿河湾を震源とする地震のスペクトル
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　現行の日本の気象庁震度階は、
0 から 4 までと、5 弱、5 強、6 弱、
6 強、そして震度 7 と合計 10 段
階で与えられる。1996 年までは 0
















例えば、震度 4 とは計測震度が 3.5
以上 4.5 未満、震度 5 弱とは計測
震度が 4.5 以上 5.0 未満、震度 5




































































































葉はないが、同法第 20 条第 1 号
に規定する 60 m を超える建物の
ことを「超高層建物」と呼ぶこと










































































（c） 連 結 型 制 震 構
造：建物の構造
を複数に分割し
















































礎上・1 階・21 階の 3 箇所で観測
しており、それぞれ 3 種類の波形


















れ は 測 定 で
きないのでシミュレーションに頼
るしかないが、下層階の揺れは約
320 cm/s2 か ら 約 100 cm/s2 に、
上層階の揺れは約 280 cm/s2 から
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7）　日本付近で発生した主な被害地震（平成 8 年～平成 23 年 12 月）、気象庁ホームページ：
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/higai/higai1996-new.html
8）　阪神・淡路大震災について（確定報）、平成 18 年 5 月 19 日、消防庁：
http://www.fdma.go.jp/data/010604191452374961.pdf
9）　岡田義光、震度 6 が一日に 3 回をめぐって、地震ジャーナル、36、2003.
10）　震度で見た地震回数とＭで見た地震回数　（独）防災科学技術研究所ホームページ：
http://www.hinet.bosai.go.jp/about_earthquake/sec1.3.html











































































　2012 年 1 月 9 日付の「Satellite 
Situation Report」2）によれば、2011
年末現在の軌道上物体の登録数は






飛行物体は概ね 10 cm 以上の大
きさである。それ以下の大きさの
微小な宇宙デブリの数は数十万個























1999–025A）で、2007 年 1 月 11 日
の衛星破壊実験により 2011 年 6
月までに 3,217 個のデブリが発生

































































直前の 1988 年までに合計 37 機打
ち上げられており、消失した衛星



















































⡷ᅗ 1112 653 3111 4876 77.2% 794 612 4052 5458 10334
䝱䜻䜦 1457 985 3674 6116 76.2% 2468 2729 8958 14155 20271
ESA Ἰ 48 6 38 92 47.8% 9 7 15 31 123
䝙䝭䝷䜽Ἰ 55 129 308 492 88.8% 8 62 607 677 1169
᪝ᮇ 128 43 35 206 37.9% 28 57 140 225 431
୯ᅗ 120 66 3430 3616 96.7% 57 90 556 703 4319
䜨䝷䝍 50 15 114 179 72.0% 9 10 267 286 465
䛣䛴௙ 630 31 83 744 16.0% 61 11 116 188 932
゛ 3600 1928 10793 16321 78.0% 3434 3578 14711 21723 38044













































Satellite Situation Report 2006









































⾠᫅ಕ᭯ᅗ ⾠㻃 ᫅㻃  ྞ ᡬ୕䛘ᖳ ⴘ㻃 㻃 ୖ㻃 㻃 ᪝ ⴘୖሔᡜ 
⡷㻃 ᅗ㻃  UARS 㻃 1991ᖳ 2011ᖳ 9᭮ 24᪝ ༞ኯᖲὊ 
䝍䜨䝈 ROSAT 㻃 1990ᖳ 2011ᖳ 10᭮ 23᪝ 䝝䝷䜰䝯‬ 
䝱䜻䜦 Fobos-Grunt 㻃 2011ᖳ 2012ᖳ 1᭮ 15᪝ ኯᖲὊ䝅䝮ἀ 





















































































　2011 年 11 月に月までの距離の
5 分の 4 に相当する地球上空を直
径 400 m の NEA が通過した。こ
の規模の小惑星接近は 30 年前に
もあり、次に予想される同規模の





小 惑 星「2012 BX34」 が 2012 年

































































































































間で 2009 年の 900 万ユーロから
スタートし、2010 年は約 1,000 万
ユーロ、2011 年は約 1,600 万ユー
ロと着実に増加させてきた。しか












































































































































































示している。中国は第 12 次 5 カ
年計画（2011 年～2015 年）の開



















































































































































　2012 年 2 月にスイスの大学が、

































































































　ESA は「ESA SPACE WEATH-
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　2009 年 12 月、ロシア宇宙庁（FSA）














Apophis が「2036 年 4 月 13 日 に












小惑星観測数は 2012 年 2 月現在
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宇宙からの災害リスクを低減する宇宙状況認識
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2）　Satellite Situation Report, NASA ゴダード宇宙飛行センター発行
3）　「使命を終えた大型人工衛星の部品落下」　科学技術動向 2011 年 11・12 月号トピックス
4）　2011 中国的航天：http://tech.sina.com.cn/d/2011-12-29/10366579924.shtml
5）　ESA Space for Europe―Funding 2012 年 1 月 10 日：http://www.esa.int/esaMI/About_ESA/SEMNQ4FVL2F_0.html
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